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パパリリ協協定定ととネネッットト・・ゼゼロロ・・エエミミッッシショョンン

UNFCCCととパパリリ協協定定

国国連連気気候候変変動動枠枠組組条条約約（（UNFCCC) GHGs濃濃度度のの安安定定化化

 2015年年 COP21 パパリリ協協定定合合意意

パパリリ協協定定

世世界界全全体体のの平平均均気気温温上上昇昇をを２２℃℃以以下下にに抑抑制制（（可可能能ででああれればば２２
℃℃よよりりささららにに低低いいレレベベルルにに抑抑制制））

今今世世紀紀後後半半ににはは人人為為起起源源ののGHGsのの正正味味排排出出量量ををゼゼロロにに

パリ協定合意の瞬間
資料元：PRESSENZA International Press Agency
（Creative Commons）

スライド 3

シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
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4

ネネッットトゼゼロロ排排出出 表表明明国国
 2070年年ままででのの宣宣言言国国ををみみたた場場合合，，2020年年時時点点ででのの世世界界全全体体ののエエ

ネネ起起源源CO2排排出出量量にに占占めめるる割割合合はは88.2％％
非非国国家家主主体体ででああるる，，自自治治体体，，企企業業もも独独自自宣宣言言

地地球球温温暖暖化化対対策策推推進進にに関関すするる法法律律（（温温対対法法））改改正正
 企企業業，，自自治治体体のの役役割割にに言言及及．．「「削削減減」」かからら「「抑抑制制」」へへ

宣宣言言はは簡簡単単だだがが，，本本当当ににででききるるののかか

出展 資源エネルギー庁WEBページ https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2021/003/

スライド 4
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カカーーボボンンニニュューートトララルル，，ネネッットトゼゼロロ排排出出，，気気候候中中立立

カカーーボボンンニニュューートトララルル（（日日本本政政府府見見解解））

 2020年年10月月のの国国会会演演説説 －－ 我我がが国国はは、、2050年年ままででにに、、温温室室
効効果果ガガススのの排排出出をを全全体体ととししててゼゼロロ、、すすななわわちち2050年年カカーーボボンンニニ
ュューートトララルル、、脱脱炭炭素素社社会会のの実実現現をを目目指指すすここととをを宣宣言言

日日本本政政府府がが目目指指すすカカーーボボンンニニュューートトララルルはは、、CO2だだけけにに限限ららずず
、、メメタタンン、、一一酸酸化化二二窒窒素素、、フフッッ化化ガガススをを含含むむGHGs全全体体がが対対象象．．

排排出出せせざざるるをを得得なないい分分はは，，「「吸吸収収」」「「除除去去」」でで「「ニニュューートトララルル（（中中立立
））」」をを実実現現

日日本本ののGHGs排排出出ははCO2中中心心

 2018年年環環境境省省報報告告(単単位位百百万万トトンン)
エエネネ起起＋＋産産業業ププロロセセススCO2でで約約9割割

気気候候中中立立，，GHGs中中立立ななどどのの
方方がが紛紛れれががなないい

スライド 5
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気気候候政政策策をを反反映映ししたたGHG排排出出シシナナリリオオ

現現状状政政策策トトレレンンドド延延長長，，2℃℃目目標標達達成成，，1.5℃℃目目標標達達成成

Source IPCC WG3 AR6 

トレンド延長
NDC(国別排出目標）＞＞

2℃ｏｒ1.5℃目標

2℃目標
1.5℃目標
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IEA net zero emission roadmap

シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日

 COP26議議長長国国イイギギリリススががIEAにに作作成成をを要要請請

 3種種類類のの排排出出シシナナリリオオ

STEPS(Stated Policies Scenario)
NDCとと整整合合

APC(Announced Pledges Case)
ネネッットトゼゼロロ宣宣言言国国目目標標達達成成

NZE(Net Zero Emissions by 2050)
2050ネネッットトゼゼロロ

ママククロロ想想定定

人人口口 2050年年でで97億億人人

GDP 2050年年にに2020年年のの2倍倍

7

スライド 7

IPCC 1.5℃℃シシナナリリオオ群群ととNZEととのの比比較較(2050)
 IEA試試算算はは「「数数多多くくああるるシシナナ

リリオオののひひととつつ」」ととみみるるべべきき

CO2回回収収利利用用貯貯留留
(CCUS) 低低位位

ネネガガテティィブブエエミミッッシショョンン
(CDR) 低低位位

ババイイオオエエネネ 低低位位

エエネネ消消費費(TFC) 中中低低位位

水水素素 高高位位

風風力力太太陽陽 高高位位

8

出典：IEA NetZero Roadmap 2021

シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日
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NZE CO2排排出出地地域域内内訳訳 CO2価価格格

先先進進地地域域はは前前倒倒ししでで削削減減 出典：IEA NetZero Roadmap 2021

カカーーボボンンププラライイシシンンググをを想想定定

スライド 9

シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
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NZE CO2排排出出 セセククタターー別別内内訳訳

 2050年年ににはは約約19億億tののババイイオオエエネネCCS(BECCS)とと空空気気中中CO2
回回収収貯貯留留(DACCS)がが導導入入さされれ，，残残余余排排出出ををオオフフセセッットト

出典：IEA NetZero Roadmap 2021

スライド 10
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NZE milestones

シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日 11

出典：IEA NetZero 
Roadmap 2021

 NZEシシナナリリオオ

 民民生生，，運運輸輸，，産産業業，，転転換換，，そそのの他他
セセククタターー別別ににママイイルルスストトーーンン設設定定

 2030年年ままででののママイイルルスストトーーンン事事例例
(+)推推進進 (-)中中止止

CCSななしし石石炭炭火火力力(-)
石石油油・・ガガスス資資源源開開発発(-)
エエネネルルギギーーアアククセセスス(+)
建建築築物物ZEBレレデディィ(+)
新新車車中中ののEVシシェェアア(+)
産産業業脱脱炭炭素素大大規規模模実実証証(+)
PV風風力力発発電電(+)
石石炭炭発発電電フフェェイイズズアアウウトト（（先先進進
国国））(-)

スライド 11
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脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日
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2020 CO2排排出出内内訳訳

排排出出量量(10億億t CO2)
全全体体 33.9
発発電電 13.5
産産業業 8.5
運運輸輸 7.2
民民生生 2.9
そそのの他他 1.9 出典：IEA NetZero Roadmap 2021

スライド 12
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2050 NZE 排排出出内内訳訳

排排出出量量(10億億t CO2)
全全体体 0
発発電電 -0.4
産産業業 0.5
運運輸輸 0.7
民民生生 0.1
そそのの他他 -1.0

出典：IEA NetZero Roadmap 2021

スライド 13

NZE エエネネルルギギーー供供給給
化化石石燃燃料料ののシシェェアア 2020年年80%かからら，，2050年年20%にに低低下下

14

出典：IEA NetZero Roadmap 2021
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NZE エエネネルルギギーー需需要要 燃燃料料とと電電気気

 トトーータタルルでではは横横ばばいいかからら減減少少

燃燃料料のの電電気気にによよるる代代替替，，再再エエネネ起起源源キキャャリリアアののシシェェアア増増加加

15

出典：IEA NetZero Roadmap 2021
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シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
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NZE 非非電電力力エエネネ需需要要
固固体体 モモダダンンババイイオオ固固体体燃燃料料（（持持続続可可能能をを条条件件，，廃廃棄棄物物，，残残渣渣系系））

供供給給はは可可能能かか？？

液液体体 ババイイオオ燃燃料料，，合合成成燃燃料料のの導導入入

ガガスス ババイイオオガガスス，，合合成成ガガススのの導導入入

出典：IEA NetZero Roadmap 2021

スライド 16
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NZE 水水素素

電電化化ででききなないいエエネネルルギギーー需需要要のの脱脱炭炭素素化化

ググララフフににはは，，純純水水素素，，アアンンモモニニアア，，水水素素をを含含むむ合合成成燃燃料料をを含含むむ

17

出典：IEA NetZero Roadmap 2021
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NZE エエネネルルギギーー需需要要（（セセククタターー＆＆燃燃料料別別））
産産業業 電電化化ははででききるるののかか（（特特にに素素材材産産業業））

運運輸輸 電電化化，，水水素素ベベーースス（（合合成成燃燃料料含含むむ）），，ババイイオオ燃燃料料

民民生生 電電化化

出典：IEA NetZero Roadmap 2021

スライド 18

2050年カーボンニュートラルの実現に向けた脱炭素技術の課題と展望（科学技術に関する調査プロジェクト 2022）　27



NZE CO2回回収収

 2050年年 76億億tののCO2回回収収

ううちち24億億t ババイイオオエエネネルルギギーーととDAC（（19億億tがが貯貯留留））

19

出典：IEA NetZero Roadmap 2021
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スライド 19

シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日

20

NZE 投投資資

対対GDPのの投投資資比比率率がが2.5%かからら2030年年でで4.5%にに増増加加(世世界界)
電電力力関関連連投投資資 シシスステテムム＆＆電電化化のの割割合合がが高高いい

出典：IEA NetZero Roadmap 2021

スライド 20

28　国立国会図書館 調査及び立法考査局



シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日

21

アアウウトトラライインン

ネネッットト・・ゼゼロロ・・エエミミッッシショョンンとと長長期期シシナナリリオオ

短短期期とと長長期期のの研研究究開開発発

評評価価のの重重要要性性

Creative Commons / CC BY-NC

スライド 21

22

市市場場ににああるる技技術術がが半半分分．．研研究究開開発発中中のの技技術術群群のの寄寄与与度度がが約約半半分分
 空空気気中中CO2回回収収(Direct Air Capture)，，新新型型電電池池，，水水素素還還元元製製鉄鉄．．．．．．

 行行動動変変容容のの役役割割

出典：IEA NetZero Roadmap 2021 Launch Event Material
シシンンポポジジウウムム 2050年年カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけたた
脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日

2050年年CO2ネネッットトゼゼロロのの技技術術成成熟熟度度別別寄寄与与度度(IEA)

市場にある
技術

研究開発中
の技術

行動変容
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No, it’s 
innovation.

イイノノベベーーシショョンンへへのの期期待待

基基礎礎研研究究者者 発発明明，，発発見見 ＝＝ イイノノベベーーシショョンン

産産業業界界 製製品品のの上上市市

政政策策担担当当者者 政政策策ツツーールルにによよるる研研究究開開発発ココミミッットト
研研究究促促進進，，イイノノベベーーシショョンンのの普普及及

消消費費者者 ラライイフフススタタイイルル変変化化，，市市場場シシェェアア実実感感
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アアウウトトラライインン

ネネッットト・・ゼゼロロ・・エエミミッッシショョンンとと長長期期シシナナリリオオ

短短期期とと長長期期のの研研究究開開発発

評評価価のの重重要要性性

Creative Commons / CC BY-NC
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SDGsSDGs達達成成とと気気候候変変動動対対策策ののリリンンクク
 SDGs 持持続続可可能能なな開開発発目目標標

 気気候候変変動動問問題題とと直直接接関関係係すするる目目標標 SDG13「「気気候候変変動動にに具具体体的的なな対対策策をを」」
 気気候候関関連連災災害害やや自自然然災災害害にに対対すするる強強靱靱性性（（レレジジリリエエンンスス））及及びび適適応応のの能能力力をを強強化化．．

 気気候候変変動動対対策策をを国国別別のの政政策策，，戦戦略略及及びび計計画画にに盛盛りり込込むむ

 気気候候変変動動のの緩緩和和，，適適応応，，影影響響軽軽減減及及びび早早期期警警戒戒にに関関すするる教教育育，，啓啓発発，，人人的的能能力力及及びび制制度度機機能能をを改改善善

 開開発発途途上上国国向向けけのの資資金金確確保保ととそそのの投投入入

 後後発発開開発発途途上上国国及及びび小小島島嶼嶼開開発発途途上上国国ににおおいいてて，，気気候候変変動動関関連連のの効効果果的的なな計計画画策策定定とと管管理理能能力力向向上上

 SDG7 ククリリーーンンエエネネ，，SDG2 食食料料，，SDG6 水水，，SDG14&15海海とと陸陸のの豊豊かかささ，，
SDG9 産産業業とと技技術術革革新新ななどどもも関関連連

 SDGs間間のの連連環環（（ネネククササスス）） 例例：：食食料料 - 水水 - エエネネルルギギーー
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カカーーボボンンニニュューートトララルル評評価価のの意意義義
 長長期期的的にに正正味味ゼゼロロエエミミッッシショョンンをを目目指指すす政政策策目目標標をを踏踏ままええてて，，シシスステテムム分分析析にによよ

りり，，そそのの実実現現可可能能性性，，必必要要なな技技術術やや導導入入ののたためめのの制制度度・・政政策策をを検検討討すするるたためめにに
エエネネルルギギーーシシスステテムムやや，，土土地地利利用用・・農農業業にに関関すするる分分析析評評価価事事例例がが増増ええてていいるる．．

 ババリリュューーチチェェーーンン全全体体ででみみたた場場合合ののラライイフフササイイククルル分分析析ななどどももそそのの一一例例．．

 分分析析結結果果だだけけででははななくく，，前前提提条条件件のの実実現現可可能能性性にに対対すするる評評価価もも重重要要．．たただだしし，，
実実現現可可能能性性ににははいいろろいいろろななレレベベルルががああるるここととにに注注意意．．

 理理論論的的実実現現可可能能性性

科科学学理理論論的的ににみみたた，，実実現現可可能能性性

 技技術術的的実実現現可可能能性性

技技術術導導入入やや開開発発がが成成功功ししたた場場合合のの実実現現可可能能性性

 経経済済的的実実現現可可能能性性

上上記記にに，，経経済済的的要要因因をを加加味味ししたた場場合合のの実実現現可可能能性性

 社社会会的的実実現現可可能能性性

ささららにに，，社社会会普普及及のの現現実実性性をを考考慮慮ししたた場場合合のの実実現現可可能能性性
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日日本本ののカカーーボボンンニニュューートトララルル モモデデルル分分析析枠枠組組
 パパリリ協協定定 世世界界的的かかつつエエネネルルギギーー部部門門全全体体ででのの脱脱炭炭素素化化がが長長期期的的にに必必須須

 2050年年にに向向けけてて，，エエネネルルギギーー部部門門対対策策ととととももにに，，新新たたなな電電源源構構成成にによよるる電電力力需需
給給運運用用をを踏踏ままええたたエエネネルルギギーー全全体体検検討討のの必必要要性性はは高高ままっってていいるる．．

 2050年年ゼゼロロエエミミをを前前提提のの日日本本ののエエネネルルギギーー需需給給像像をを検検討討すするるたためめにに，，シシスステテムム
最最適適化化モモデデルルTIMES-JAPANとと，，電電源源計計画画＋＋広広域域需需給給調調整整ププロロググララムムMR 
(Multi-area Regulation Program)，，おおよよびび民民生生部部門門詳詳細細モモデデルルととののソソフフトトリリンン
クク分分析析をを実実施施．．
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脱脱炭炭素素技技術術のの課課題題とと展展望望 2022年年9月月30日日

黒黒沢沢，，加加藤藤，，井井上上，，荻荻本本，，岩岩船船 ソソフフトトリリンンククにによよるる2050年年ののエエネネルルギギーー需需給給分分析析- (1)エエネネルルギギーーシシスステテムムモモデデルル - (2021)
28

電力システム詳細分析モ
デル

民生部門詳細分析モデル
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CO2排排出出(エエネネ起起源源,2050)
 2050年年のの年年間間正正味味排排出出量量はは旧旧削削減減想想定定(80%減減)でで約約250MtCO2，，新新削削減減想想

定定（（吸吸収収源源をを含含めめネネッットトゼゼロロ））でで40Mt CO2
 CO2貯貯留留量量はは，，各各ケケーーススのの上上限限にに達達ししてていいるる

 2050年年ゼゼロロエエミミににおおけけるるネネガガテティィブブエエミミッッシショョンンのの重重要要性性

 BECCS 約約125MtCO2
 DACCS 約約25～～42MtCO2

 産産業業シシェェアアにに見見るるHard to Abate
 旧旧想想定定 66～～67%
 新新想想定定 73～～76%
 素素材材生生産産量量ががああままりり減減少少ししなないい，，

炭炭素素原原料料ととししててのの化化石石資資源源
高高温温熱熱需需要要

 そそのの他他のの部部門門

 発発電電がが14～～17%
 運運輸輸 旧旧想想定定 11～～13%

新新想想定定 3～～4%．．

 民民生生 電電化化等等をを反反映映しし1%以以下下
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黒黒沢沢，，加加藤藤，，井井上上，，荻荻本本，，岩岩船船(2021)

ネネッットトゼゼロロCO2排排出出

80%削削減減
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エエネネルルギギーーシシスステテムムをを変変ええてていいくく

30

供供給給

・・再再エエネネ
・・原原子子力力

需需要要

・・電電化化
・・水水素素利利用用
・・カカーーボボンン

ニニュューートトララルル
合合成成燃燃料料利利用用

転転換換転転換換
・・電電力力シシスステテムム
・・水水素素
・・CCOO22利利用用合合成成燃燃料料

ネネガガテティィブブ
エエミミッッシショョンン
・・エエネネルルギギーー

シシスステテムムのの内内外外でで
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カカーーボボンンニニュューートトララルルのの実実現現にに向向けけてて 6つつのの条条件件

 エエネネルルギギーーとと資資源源のの効効率率利利用用 効効用用ややササーービビススをを低低下下ささせせずずにに，，エエネネルルギギーーのの
効効率率的的利利用用やや，，循循環環利利用用をを含含めめたた資資源源のの利利用用効効率率をを向向上上．．

 ゼゼロロエエミミキキャャリリアアのの供供給給とと利利用用のの拡拡大大 ゼゼロロエエミミッッシショョンンエエネネルルギギーーキキャャリリアア，，具具
体体的的ににはは，，電電気気，，水水素素やや，，カカーーボボンンニニュューートトララルル合合成成燃燃料料のの導導入入拡拡大大．．電電力力供供
給給ににおおいいててはは，，再再エエネネ大大量量導導入入がが可可能能ととななるる強強靱靱かかつつ柔柔軟軟ななシシスステテムムのの確確立立．．

 長長寿寿命命なな既既存存のの大大規規模模需需要要イインンフフララかかららののCO2 排排出出削削減減 ゼゼロロエエミミッッシショョンンエエ

ネネルルギギーーキキャャリリアアのの採採用用がが困困難難ででああるるとと考考ええらられれるるセセククタターーででああるる，，素素材材産産業業，，
長長距距離離運運輸輸，，既既築築建建築築物物ななどどででのの対対策策をを強強化化．．

 ネネガガテティィブブエエミミッッシショョンン 排排出出削削減減困困難難部部門門やや，，農農業業ななどどののCO2以以外外のの温温室室効効果果
ガガスス排排出出にに対対すするるオオフフセセッットト技技術術ととししててののネネガガテティィブブエエミミッッシショョンンのの認認識識とと導導入入．．

 幅幅広広いい技技術術群群のの開開発発とと普普及及 成成熟熟技技術術をを普普及及ささせせ，，そそのの間間にに技技術術イイノノベベーーシショョ
ンンをを実実現現しし，，革革新新技技術術のの成成熟熟度度をを高高めめ，，ココスストトをを低低下下ささせせたた上上でで大大量量普普及及をを達達
成成すするるとといいううシシナナリリオオをを実実現現すするる．．

 社社会会制制度度のの整整備備 カカーーボボンンニニュューートトララルル実実現現ののたためめのの社社会会制制度度枠枠組組のの整整備備ととしし
てて，，規規制制的的手手段段，，経経済済的的手手段段にに加加ええ，，企企業業活活動動へへのの資資金金提提供供者者ででああるるフファァイイナナ
ンンスス側側かかららもも気気候候変変動動情情報報開開示示がが求求めめらられれてていいるる．．
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温温暖暖化化対対策策のの長長期期的的視視点点ととR&D
 多多様様なな世世界界とと多多様様なな未未来来にに対対応応すするる柔柔軟軟ででレレジジリリエエンントトななエエネネルルギギーーのの選選択択がが必必要要

 VUCA Volatility（（激激ししいい変変動動）），，Uncertainty（（不不確確実実）），，Complexity（（複複雑雑）），，
Ambiguity（（曖曖昧昧））

 天天災災（（異異常常気気象象，，地地震震ななどど）），，新新型型ココロロナナウウィィルルスス感感染染症症のの流流行行，，激激変変すするる国国際際情情勢勢

（（ウウククラライイナナ侵侵攻攻のの影影響響ととセセキキュュリリテティィ重重視視へへのの揺揺りり戻戻しし等等））のの中中でで，，世世界界全全体体ととししてて気気
候候中中立立をを目目指指すす

 そそここにに至至るる道道はは多多様様でであありり，，ここれれかかららもも多多くくのの外外乱乱（（シショョッックク））がが待待ちち受受けけてていいるる

 エエネネルルギギーーシシスステテムム構構築築ににおおいいててもも，，供供給給，，需需要要，，転転換換ににおおいいてて多多くくののオオププシショョンンをを保保
持持ししななががらら進進めめてていいくくここととがが肝肝要要

 不不確確実実性性ををどどううととららええるるののかか

 気気候候変変動動ととそそのの影影響響 ／／ いいつつ，，どどののくくららいいのの大大ききささでで顕顕在在化化？？

 社社会会のの将将来来像像 ／／ 人人口口，，経経済済活活動動，，産産業業構構造造

 対対策策ととそそのの効効果果 ／／ 対対策策のの規規模模，，必必要要資資金金，，効効果果

 限限らられれたた資資源源とと研研究究開開発発投投資資

 全全部部ののオオププシショョンンにに賭賭けけらられれるる無無尽尽蔵蔵のの資資源源ががああれればば，，
考考ええらられれるる全全対対策策をを徹徹底底的的にに実実施施すするるののががよよいい．．

 実実際際のの資資源源はは有有限限ななののでで，，社社会会的的なな選選択択がが必必要要
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報告（2）脱炭素社会の実現
脱炭素社会実現に向けた課題

エネルギー総合工学研究所研究理事
国立国会図書館客員調査員
黒沢　厚志

　本日は「脱炭素社会実現に向けた課題」ということで、最初にネット・ゼロ・エミッション
と長期シナリオ、次に短期と長期の研究開発、評価の重要性という順番でお話をさせていただ
きます。
　まず、パリ協定とネット・ゼロ・エミッションについて簡単に触れておきます（スライド 3）。
先ほど江守さんのお話にありましたように、温室効果ガスが増加していくと、気温が大きく上
昇する可能性があることが分かりました。その影響をなるべく小さくするために、1990年代
に国連気候変動枠組条約が締結されました。その目的は、温室効果ガス濃度の安定化にありま
す。また、2015年にパリ協定が締結されて世界全体の平均気温上昇を 2℃未満に抑制すること、
更に 1.5℃未満に抑制するように努力することに合意しました。そして、排出を早期にピーク
アウトして今世紀後半に人為起源の温室効果ガスの排出と吸収をバランスさせること、すなわ
ち、ネット・ゼロ・エミッションとすることを決定しました。
　スライド 4は、今世紀中葉のネットゼロを表明した国を色付けしたものです。2050年と宣
言した国を濃い緑で、2060年は薄い緑、2070年は水色で示しております。2070年までの宣言
国を見た場合、2020年時点での世界全体のエネルギー起源 CO2排出量に占める割合は 88.2%
に達しております。また、国だけでなく非国家主体である自治体、企業も独自に宣言を出して
います。国内では、地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）（1）が改正され、企業や自治
体の役割に言及するとともに、温室効果ガスの排出に関する用語が「削減」から「抑制」に変
わりました。しかし、宣言することは簡単ですが、実現に向けてはかなりのチャレンジが必要
だと思います。
　カーボンニュートラルに関しては、CO2だけに限らずメタンや一酸化二窒素、フッ化ガスを
含む温室効果ガス全体が対象となります（スライド 5）。排出せざるを得ない分は、吸収や除
去でニュートラル、つまり中立を実現するというのが日本政府の公式見解です。なお、日本の
温室効果ガスの排出量は、エネルギー起源と非エネルギー起源の CO2で約 9割を占めており、
世界平均と比較すると、その比率が大きいのが特徴です。その意味で、日本のカーボンニュー
トラル実現には CO2削減が重要になります。
　スライド 6は、IPCCの第 3作業部会の第 6次報告書にある、気候政策を反映した温室効果
ガスの排出シナリオの例です。トレンド延長の場合、排出量はほとんど減りませんが、2℃目
標や 1.5℃目標に相当するシナリオでは、今世紀中葉にかけて大きく削減する必要があること
が分かります。
　2021年に公開された国際エネルギー機関（IEA）のネット・ゼロ・エミッション・ロードマッ

（ 1 ） 　平成 10年法律第 117号。
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プでは、3種類の排出シナリオが仮定されています（スライド 7）。国別の排出約束の NDC（2）

を使って、それを延長した STEPSというシナリオと、ネットゼロ宣言国の目標達成を仮定し
た APC、世界全体での 2050年ネットゼロ排出を仮定した NZEという 3つです。それらにつ
いて、エネルギーの需要と供給の変化に関する包括的分析結果が示されております。ちなみに、
IEAのシナリオは、多数考えられるシナリオの 1つです。
　IPCCは別途ネットゼロに相当する 1.5℃特別報告書を出していますが、その中で NZEシナ
リオの 2050年における各技術の位置付けを、スライド 8では薄い緑色のバーで示しています。
また、西尾さんからお話がある CCUS（3）やネガティブエミッションは低位に、バイオエネルギー
についても比較的低位となっております。そして、その他のエネルギー消費に関しては中低位、
水素や風力、太陽光については高位に位置付け、比較的楽観的に見ていることが分かります。
　次に、CO2の排出の地域内訳と CO2価格について見てみたいと思います（スライド 9）。ス
ライド 9の上の 2つを見ると、濃い緑で示される先進地域は前倒して削減を進め、下の表に
あるカーボンプライシング（4）としては、CO2 1t当たり数百ドルのレベルのものが必要であると
指摘されております。また、どうしても排出が残る運輸と産業の排出をキャンセルアウトする
ため、約 19億 tのネガティブエミッションが必要とされております（スライド 10）。ネット・
ゼロ・エミッション・ロードマップでは、それぞれのセクターでどのような取組を推進すべき
か、または中止すべきかを、マイルストーンを設定して示しております（スライド 11）。
　スライド 12は 2020年の CO2排出内訳です。全体で 340億 tの排出があり、2050年に NZE
シナリオでどうなるかを見たのがスライド 13です。同じスケールで見ると、内訳セクター別
の丸がほとんど見えないくらいに小さくなっていることが分かります。全体的に見ると、産業、
運輸、民生では少しプラスの部分が残りますが、発電やその他の手段によりマイナスの排出が
あり、全体としてネットゼロが達成されることが分かります。
　また、エネルギー供給の視点から見ると、NZEシナリオでは、エネルギー供給の大半を占
める化石燃料のシェアは 2020年の 80%から、2050年では 20%に低下することが分かります（ス
ライド 14）。需要面では、燃料の電気による代替、つまり電化が進行するとともに、電気や燃
料の元となる再生可能資源の割合が増加しております（スライド 15）。
　次に、非電力のエネルギー需要を固体、液体、ガスの燃料別に分けて見ていきます。スライ
ド 16を見ると、液体燃料では、バイオ燃料や、太陽光や風力などの再エネから作られた水素
を原料とする合成燃料のシェアが増大していることが特徴的です。そして、電化できないエネ
ルギー需要の脱炭素を図るために、大規模供給や分散供給による純水素、アンモニア、合成燃
料の導入が進んでおります（スライド 17）。産業、運輸、民生といったセクター別に見ると、
大幅な電化や水素系燃料、バイオ燃料が導入されていることが分かります（スライド 18）。ス
ライド 18でオレンジのところは削減対策をしていない化石燃料で、そのシェアが大きく減少
しています。
　次に CO2回収です。現在の CO2回収は世界全体で約 4000万 tと言われておりますが、2050
年には 76億 tと桁を 2つ上げる必要があります（スライド 19）。そのうち 24億 tがバイオエ
ネルギーや空気中からの CO2回収によるものなので、その部分はネガティブエミッションと

（ 2 ） 　国が約束する貢献（Nationally Determined Contribution: NDC）
（ 3 ） 　二酸化炭素回収・有効利用・貯留（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage: CCUS）
（ 4 ） 　排出される CO2に価格付け（プライシング）する温暖化対策の仕組み
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してカウントできます。
　長期シナリオの最後は、投資の側面です。大規模な投資が必要であることは当然予想されま
すが、注目すべきは電力関連の投資です（スライド 20）。特に電化部分と電力系統投資が目立っ
ております。
　次に「短期と長期の研究開発」について述べたいと思います（スライド 21）。先ほどお示し
しました IEAのネット・ゼロ・ロードマップでは、技術成熟度別の削減寄与度の整理が行わ
れております。CO2削減のポテンシャルで見ると、市場にある技術が半分、研究開発中の技術
の寄与度が約半分です（スライド 22）。つまり、まだ開発できていない技術に期待せざるを得
ません。図では研究開発中の技術を黄色で表しています。例えば、CO2を大気中から回収する
もの、新型電池、水素還元製鉄などが挙げられております。
　イノベーションへの期待についてです（スライド 23）。イノベーションは非常に便利な言葉
ですが、人によってバラバラに認識されているように感じられます。例えば、基礎研究をやっ
ている方にとっては、発明・発見がイノベーションですし、産業界の方は自分の作った製品が
市場に初めて入っていくタイミング、政策担当者は政策ツールを使って研究開発にコミットさ
せたり、イノベーション結果を普及させたりするところに興味がおありだと思います。我々消
費者は、ライフスタイルが明らかに変わったり、市場のシェアが大きく変わったりすることを
実感するタイミングでイノベーションが実現されると感じます。つまり、部分的に捉えるので
はなく、イノベーション全体の流れを理解していくことが重要だと思います。
　最後に、「評価の重要性」についてお話します（スライド 24）。少し本題から離れますが、
持続可能な開発目標、SDGsについては気候変動影響、クリーンエネルギー、食料、水、海と
陸の豊かさ、産業と技術革新などが関連しております（スライド 25）。また、食料、水、エネ
ルギーは相互に連環していることも知られております。
　カーボンニュートラルの評価は様々なところで行われております（スライド 26）。長期的に
正味のゼロエミッションを目指す政策目標を踏まえて、その実現可能性、必要な技術や導入の
ための制度・政策を検討するために、エネルギーシステムや土地利用、農業に関する分析評価
事例が大変増えております。バリューチェーン全体で見た場合のライフサイクル分析などもそ
の一例です。ただし、分析結果や前提条件の実現可能性をどう考えるかが非常に重要ですが、
その実現可能性の種類には理論的、技術的、経済的、社会的などいろいろなレベルがあります。
社会的なものには規制やインセンティブなどの制度も含まれます。
　エネルギー需給システムは、地域特性を含む多様な要因で決まります（スライド 27）。日本
は独自のエネルギー資源の量的確保が難しいため、セキュリティ問題に対して再度注目が集
まっております。江守さんから紹介がありました社会合意も当然必要となっております。矢部
さんからは、研究開発事例やそのインパクトに関する紹介があると思います。
　エネルギーシステムモデルによる日本のカーボンニュートラル分析事例を紹介します（スラ
イド 28）。2050年ゼロエミッションを前提として、日本のエネルギー需給量を検討するために、
システム最適化モデルと電源計画モデル、民生部門モデルを結合したソフトリンク分析評価を
行っており、その結果がスライド 29です。先ほど正味ゼロと申し上げたので森林吸収の分の
オフセット（相殺分）があると仮定して、ネット・ゼロ・ケースではエネルギーからの CO2

排出が 4000万 t分ほど可能であるとしました。スライド 29の右側 3つの棒グラフのマイナス
部分では、ネガティブエミッションの重要性が示されております。また、素材生産、炭素原料
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利用、高温熱需要などに起因している産業排出は減らしにくいことも分かりました。その他の
セクターである発電、運輸、民生では大幅な削減が達成されております。
　今後のエネルギーシステムの方向性を現状のエネルギー需給フローの図から見ておきます
（スライド 30）。まず「供給」ですが、再エネや原子力のシェアをなるべく上げていくことです。
「転換」では電力系統の強化、水素の導入、CO2の燃料利用が考えられます。「需要」面では、
電化、水素、カーボンニュートラル燃料といったものを利用していきます。これらを同時進行
的に行い、更にそのコストを下げていくこと、大規模化していくことが課題になります。また、
ゼロにできない CO2排出があるので、「ネガティブエミッション」が必要になります。空気中
CO2回収のようなオプションは、このエネルギーシステムの外で考えていくことになります。
　カーボンニュートラルの実現に向けて 6つの条件があります（スライド 31）。順に御紹介す
ると、エネルギーと資源の効率利用、ゼロエミッションエネルギーキャリアの供給と利用の拡
大、長寿命な既存の大規模需要インフラからの CO2排出削減、ネガティブエミッション、幅
広い技術群の開発と普及、最後に社会制度の整備です。
　スライド 32に、温暖化対策の長期的視点と研究開発（R&D）についてまとめております。
まず、多様な世界と多様な未来に対応する、柔軟でレジリエントな（強靱な）エネルギーの選
択が必要となっています。また、天災、感染症、激変する国際情勢の中で、世界全体として気
候中立を目指すことが必要です。これからも様々なショック要因があると思いますので、その
意味でエネルギーシステムの構築においても多くのオプション、多様性を保持しながら進めて
いくことが肝要です。不確実性については、気候変動そのものの不確実性も当然ありますし、
その顕在化、影響の顕在化するタイミングや、必要な対策の規模や効果をどう評価するかも含
まれております。
　また、限られた資源を研究開発投資にどう振り向けるのかという点です。全てのオプション
に投資できるわけではないので、全ての対策を実施することはできません。人材及び資金など
の資源は有限であるという点から社会的な選択が必要となります。
　以上で発表を終わります。御清聴ありがとうございました。

 （くろさわ　あつし）
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